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 地域におけるCO2排出量の削減は地方自治体にとってきわめて重要な課題である．とくに，これまでに

もCO2排出の人間行動要因については多くの研究が行われてきたが，その多くは消費者による直接エネル

ギー消費に着目したものであり，製品やサービスの消費による間接CO2排出は含んでいない．そこで本研

究では生活行動に伴う直接・間接CO2排出量を推計した．このため，産業連関表や全国消費実態調査など

のデータを用いて，全国のCO2排出量を算出し，既存の統計データと比較して妥当性を検証した．その上

で，同様の手法を福島県のデータに適用し，県内の直接・間接CO2排出量を推計した．この結果から，福

島県は全国平均と比較すると直接CO2排出がとくに大きく，寒冷地の特徴が明確に生じた． 
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1.  はじめに 

 

 地球温暖化による種々の環境変化が顕在化しつつ

ある現在，生活者のライフスタイルの改変に伴う温

室効果ガス排出量の削減が重要課題である1)．とく

に近年は，震災や原子力発電所事故に伴う電力ピー

ク負荷対策や災害時の電源確保，再生可能エネル

ギー固定価格買取制度，電力小売り自由化などの

種々の状況変化に伴い，省エネルギーやCO2削減に

対する国民の意識は変化しており，地方自治体にお

いても詳細な対策が求められている．こうした中で，

地域に根差した生活者の視点から，有効なCO2削減

策について今後さらにきめ細かい検討が必要である．

また，既往研究では都市における街区や建築スケー

ルのシミュレーション評価の事例は多いが，都市部

から離れた中山間地などにおいて人口減少や高齢化

が深刻化しており，今後は都市以外の地域における

様々な地域条件において調査事例を蓄積することが

必要である． 

 従来から，生活行動に伴うCO2排出の推計や低炭

素型ライフスタイルの提案の研究事例は多い2-4)．た

だし，その多くは例えば冷房や給湯消費の対策，交

通の対策などが中心であり，多くの場合に生活者に

よる直接的なエネルギー消費のみに着目している．

実際には民生部門，運輸部門と比較して産業部門の

CO2排出量は大きいため5)，工業製品やサービスの

消費により誘発される間接CO2排出も消費者のライ

フスタイル改変により削減する余地が大きいことが

予想される．しかしながら，直接エネルギー消費の

削減を目的とした膨大な既存の研究事例と比較すれ

ば，地域住民の生活行動と結びつけて間接CO2排出

を評価した事例は必ずしも多いとは言えない．した

がって今後は直接・間接CO2排出を総合したCO2排

出の人間行動要因や低炭素型ライフスタイルの知見

を蓄積し，現実的なCO2削減に向けた方策を提案す

ることが必要である． 

 こうした背景から，本研究では地域住民の生活と

CO2排出について検討するための基礎研究として，

地域の生活行動に伴うCO2排出量を推計した．とく

に，生活に伴う直接的なエネルギー消費によるCO2

排出量と，工業製品やサービスの消費による間接

CO2排出量の両方を推計した．対象地域は福島県を

選択した．福島県は東日本大震災に伴う原子力発電

所の事故の影響で現在も除染と復興が進められてお

り，今後の復興を考慮すれば重要地域である．この

ため，現状および今後の復興プロセスを踏まえた評

価が今後必要となることが予想されるが，本研究で

はデータの制約から震災前の推計のみを行った． 
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2.  推計手法 

 

 本研究において，生活行動に伴う直接・間接CO2

排出量の推計手法は井原ほか6)が提案した手法に基

づき推計した．ただし，推計に用いる3EID7)は現段

階で利用可能な最新データは2005年のデータである

ため，これを用いて更新した．これに合わせて産業

連関表8)および家計調査9)は2005年，全国消費実態調

査10)は最も近い調査年である2004のデータを用いた．

推計手法を図-1に示す． 

 まず，家計調査9)と全国実態消費調査10)の項目を

対応させた．全国消費実態調査はサンプル数が多い

ため値の信頼性が高く，二人以上世帯では都道府県

別の集計値も公開されている．ただし，項目数は家

計調査の方が多く，産業連関表の項目と対応させた

場合により詳細な対応が可能であることから，両者

を統合した．各調査の項目数は，全国消費実態調査

は320項目，家計調査は504項目である．これらの項

目の対応関係は明確であり，大半は一対一対応また

は多対一対応であった．そこで全国消費実態調査の

方が項目が粗い場合に，家計調査の支出額により全

国消費実態調査の支出額を按分した．「筆記・絵画

用具」および「オーディオ・ビデオディスク」は全

国消費実態調査と家計調査の対応が多対多であった

ため，家計調査の項目間の合計額の比と，全国消費

実態調査の項目間の支出額の比が等しくなるように

家計調査を全国消費実態調査の項目に分配し，分配

された家計調査の支出額で全国消費実態調査の支出

額を按分した．なお，本研究では全国消費実態調査

と家計調査を統合した最も詳細な項目で計算を行っ

たが，CO2排出量の推計結果を示す際に，全国消費

実態調査の大項目別に集計して図化した． 

 産業連関表8)は，平成17年産業連関表の取引基本

表（投入表）における基本分類表を用いた．ただし

産業連関表における卸売および小売は産業部門の

マージン（商業マージン）とし，全産出額を各産業

部門の卸売・小売マージンに応じて配分した．また，

産業連関表は行520部門，列407部門で構成されてい

るが，3EIDに合わせて403部門に集約した．この結

果得られた産業連関表から[I-(I-M)A]-1型の逆行列係

数を算出し，3EIDによる直接CO2排出量原単位を乗

じることにより，CO2排出原単位を得た．直接CO2

排出原単位は3EIDから得た．これらのCO2排出原単

位の項目と，前述した家計消費支出額から消費支出

によるCO2排出量を算出した． 

 

 

3.  CO2排出量算定結果の検証 

 

 前述の直接・間接CO2排出推計手法の妥当性を次

の通りに検証した． 

 全国消費実態調査は都道府県別などの詳細な空間

分解の情報を含んでいるが，細かい空間単位での検

証データを得ることが困難であった．そこで，まず

本研究の推計は，まず全国レベルでの直接・間接

CO2排出推計を行い，妥当性を確認した上で，同様

の手法を全国消費実態調査の都道府県別データに適

用するという2段階の手順で行った．また，全国消

費実態調査は単身世帯と二人以上世帯とを分けて集

計されているため，本研究では各々についてCO2排

出推計を行い，国勢調査による全国の世帯数および

単身世帯数を用いて，全世帯の平均値を算出した． 

 まず，直接エネルギー消費によるCO2排出量は，

民生家庭部門のCO2排出量と概ね一致するので，

種々の既存資料から検証が可能である．そこで，こ

こでは日本国温室効果ガスインベントリ 5)および

EDMCエネルギー経済統計要覧11)を比較対象資料と

して選択した． 

日本国温室効果ガスインベントリ5)は，気候変動

枠組条約に基づく日本のオフィシャルなCO2排出量

の公表値であり，本研究の成果を国内の温暖化対策

に活用する上で，整合性を確認しておくことが重要

である．このため，ここでは比較対象資料として選

択した． 

また，日本国温室効果ガスインベントリ5)は総合

エネルギー統計や石油等消費動態統計に基づくマク

ロ推計であるため，他の種々の個別調査などの資料

との整合性を確認することも必要である．この点に

ついて，著者らはすでに民生家庭部門エネルギー消

費量の主要な資料について資料間比較を行い，種々

国内
生産額

投入表

産業部門別 家計消費
項目別

家計消費支出
直接CO2排出原単位
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図-1  本研究における直接・間接 CO2 推計手法 
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の個別調査資料の妥当性や整合性を確認している12)．

ただし，この資料間比較ではエネルギー消費原単位

のみを対象としており，CO2排出原単位が異なる燃

料を含む場合に単純にCO2排出量に換算して比較す

ることができない．このため，ここでは資料間比較
12)の結果から他の種々の資料との整合性が確認され

ており，またエネルギー消費量とCO2排出量の両方

が掲載された資料として，EDMCエネルギー経済統

計要覧11)を代表例として選択した． 

 なお，日本国温室効果ガスインベントリ 5)と

EDMCエネルギー経済統計要覧11)は，部門別化石燃

料起源CO2排出量として家庭部門の直接CO2排出量

が示されており，さらに電力起源CO2排出を各部門

に按分した値が示されている．また，これらの資料

はいずれも運輸部門の中で自家用車のみを示す値が

ないため，ガソリン消費によるCO2排出は比較対象

とはしなかった．このため，前述した本研究の手法

によるCO2排出量の推計値との比較を可能にするた

め，燃料種別の直接CO2排出からガソリンを除外し，

また電力消費による間接CO2排出を加えた． 

 以上から得られた，比較対象資料と本研究の推計

値を図-2に示した．この結果，本研究の推計手法で

は都市ガス，プロパンガス，灯油消費による直接

CO2排出は約1600[kg-CO2/世帯/年]，電力消費による

間接CO2排出を含んだ場合は約4000[kg-CO2/世帯/年]

となった．一方，比較対象資料において民生家庭部

門における化石燃料消費起源のCO2排出は1400～

1600[kg-CO2/世帯/年]程度，電力等を配分した場合

は3800～3900[kg-CO2/世帯/年]程度であり，概ね一

致していることが確認された． 

 次に，間接CO2排出量を含んだ値についても検討

を行った．ただし，間接CO2排出量は直接 CO2排出

量と比較して調査事例が乏しく，他資料との比較に

よる検証が困難である．このため，ここでは図-2か

ら推計に用いた燃料種別CO2排出原単位は信頼性が

あると判断し，主要な誤差要因であることが推察さ

れる家計消費支出データと産業連関表の項目の不一

致に着目した．そこで，産業連関表「912100家計消

費支出」から推計したCO2排出量と，本研究におい

て全国消費実態調査および家計調査に基づいて推計

した結果との比較を行った（図-3）．この結果から，

CO2排出量が多い項目で両者を比較すると，生活行

動と直接・間接CO2の関係を評価する上で重要な

「食料」と「光熱・水道」は比較的近い値となって

いる分かる．一方，「交通・通信」と「教養・娯

楽」では本研究の手法による値は若干小さく，この

点は今後さらなる高精度化が必要である． 

 

 

4.  福島県におけるCO2排出推計 

 

 全国消費実態調査は，二人以上世帯のデータでは

都道府県別の集計値が公開されている．そこで，福

島県の二人以上世帯について世帯あたりの直接・間

接CO2排出量を算出した（図-4）．この結果を消費

行動別に全国平均と福島県の推計値を比較したとこ

ろ，福島県は全国平均より若干大きいという結果と

なった（図-4a）．とくに「光熱・水道」の項目に

おいて差が大きく，暖房，給湯などの温熱需要の影

響が大きい寒冷地の傾向が顕著に読み取れる．また，

「交通・通信」の項目も全国平均と比較して若干大

きい．これは大都市圏を含むエリアでは公共交通の

発達や密集化による移動距離の短縮などから交通起

源のCO2排出量が削減されるため，福島県の地域条
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図-2  直接 CO2 排出に関する既存資料との比較 
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図-3  本研究の手法と産業連関表による推計の比較 
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件では全国平均と比較し相対的に大きく生じたこと

が推察される． 

 次に二人以上世帯の推計値の直接・間接CO2排出

量の内訳を算出した（図-4b）．この結果から，間

接CO2排出量はエネルギー消費による直接CO2排出

量よりも多いことが分かる．また，福島県と全国平

均とを比較すると，電力消費起源の間接CO2排出お

よび他の製品・サービス消費起源の間接CO2排出は，

福島県と全国平均とでほぼ同程度であること分かる．

電力は一般に気候条件の影響を受けるが，温熱利用

はガス・灯油と比較し電力利用の割合は低く，また

夏季の冷房利用の影響と相殺される効果も含まれる

ことから，気候条件の影響が顕著に生じなかったこ

とが推察される．一方，直接CO2排出は福島県と全

国平均とで明確な差異が生じており，前述した暖房，

給湯などの温熱需要に伴うガス・灯油などの燃料消

費と，自動車交通に伴うガソリン消費の両方の影響

を含んでいる． 

 これらの結果を用いて，次に福島県全域を対象と

して生活行動に伴う直接・間接CO2排出量を推計し

た．ただし現状の全国消費実態調査では，単身世帯

では都道府県別の集計値が得られない．このため，

ここでは近似的に項目ごとに単身世帯と二人以上世

帯の世帯あたりCO2排出量の比を全国値に基づいて

算出し，この比を固定したまま福島県の単身世帯に

おける世帯あたり直接・間接CO2排出量を推定した．

その上で，単身世帯と二人以上世帯の各々について

世帯あたり直接・間接CO2排出量に各世帯数を乗じ，

両者から全世帯のCO2排出量を算出した．この結果，

福島県全体では消費行動に伴う直接・間接CO2排出

量は約10[Mt-CO2/年]となった．今後，この値を検

証すると同時に，さらに詳細な地域条件を踏まえた

推計や，対策導入効果の評価を進める予定である． 

 

 

5.  まとめ 

 

 本研究では，福島県を対象として生活行動に伴う

CO2排出量を推計した．とくに，本研究では直接エ

ネルギー消費によるCO2排出量のみではなく，製品

やサービスの消費により誘発される間接的なCO2排

出も含めて推計した．この結果，間接CO2排出量は

直接CO2排出量よりも多く，ライフスタイル改善の

対策により削減するポテンシャルがあることを示唆

する知見を得た．ただし，福島県の値を全国平均と

比較すると，顕著に大きいのは直接CO2排出であっ

た．また，福島県は項目別に比較すると「光熱・水

道」の項目や「交通・通信」の項目では全国地と比

較しCO2排出量が大きく，気候条件や地域条件の影

響が明確に生じた．今後，消費行動の代替性を踏ま

えて適切なCO2削減方策について健闘する予定であ

る． 
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図-5  福島県における直接・間接 CO2 推計結果 
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